
 

外側耐震補強フレームの補強効果に及ぼす接合部荷重－変形関係の影響に関する解析的検討 

 

大阪工業大学 大学院博士課程[㈱建研] 正会員    ○坂田 博史 

大阪工業大学     正会員 工博 中塚 佶 

㈱建研               松本 孝雄 

㈱建研               中村 優  

 

Abstract：Recently, seismic retrofitting for existing buildings is an urgent problem. Because residents in the buildings 

often demand to reinforce them as quickly as possible while living, various seismic retrofitting methods by setting new 

strengthening frames outside the existing buildings have been proposed. Therefore, a estimation method for performance 

of slab joints by pre-stressing connection between existing frames and newly added strengthening frames have been 

investigated by us. In this study, influences of load-deflection relationship of the slab joints on load-deflection 

relationships of newly added strengthening frames are examined analytically by using the proposed method.  

Following main results are obtained. 1) Effects of newly added strengthening frames are controlled by characteristics 

of load-deflection relationships both the joints and the strengthening frames. 2) Satisfactory effects of the strengthening 

frames are obtained in the case of shear span ratio below 0.5 and yielding rotation angle over 0.4% of the strengthening 

frames. 3) Slip commencement deformations of the joints influence remarkably on efficiency of the strengthening frames. 

                        

Key words：Seismic retrofit, Pre-stressing connection, Load-deflection relationship of joint, Efficiency of newly added 

strengthening frames  

 

１．はじめに 

現在の緊急課題となっている既存建物の耐震改修では，建物を使用しながら補強可能な工法に対する要

望が強く，それを実現できる建物外側からの耐震補強，すなわち外側耐震補強工法が種々提案されている。 

外側耐震補強では，既存架構と新設補強架構との構造芯のずれが存在するため，既存架構内における補

強とは異なる特有の課題がある。「外側耐震改修マニュアル」1)においても既存と新設架構との接合部のず

れ変形をできるだけ小さくすることが基本的な成立条件とされており，接合部の設計に際して，せん断力だ

けでなく既存と新設架構との芯ずれによる偏芯モーメントを考慮することが記載されている。しかし，両応

力に対する耐力設計のみを別々に行っているのが現状であり，外側耐震補強の構造性能と密接に関係すると

考えられる既存と新設架構との接合部の荷重－変形関係については十分に考慮されていない。 

筆者らは，ＰＣ圧着型外側耐震補強設計法の確立を目指して，これまで圧着接合部の挙動に関係する基

礎実験研究と既存と新設架構をスラブを介して圧着接合したモデル試験体による実験研究を行い，２つの基

本特性，すなわちコンクリートの支圧応力－めり込み変形特性と圧着コンクリート間の一面せん断応力－ず

れ変形特性についてのモデル，および圧着接合部の水平荷重－水平変形関係の推定方法を提案してきた 2)～4)。 

本研究は，既存と新設架構をスラブを介してＰＣ鋼棒により圧着接合した，接合部の荷重－変形関係に

関する筆者らの推定方法を用いて解析的検討を行い，接合部の荷重－変形関係が外側耐震架構の補強効果に

及ぼす影響，および新設補強架構の荷重－水平変形関係と補強効果との関わりを明らかにするものである。 

２．接合部の荷重－変形特性モデル 

2.1 接合部特性の各モデル 

(1) コンクリートの支圧応力－めり込み変形特性モデル 

圧着接合部では，既存と新設架構との芯ずれによる偏芯モーメントが存在し，それに起因するめり込み
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1)既存部と新設部との 

接合面のずれ変形(δsl ) 

実験値ずれ変形(δH3 ) 

2)新設部の既存部への 

めり込み変形に伴う水平変形(Hδsi ) 

Hδsi =θ・ｈ，θδV / Xn 
 *δVは実験値 

*Xnは接合面の鉛直変位より算出 

3)新設スラブ部の 

せん断変形(δγ) 

δγ= (Ｑ / Ａ) / Ｇc・ｈ 

*Ｇcは材料試験結果 

4)新設スラブ部の 

曲げ変形(δM ) 

δM= Ｑ・ｈ3 / (3・Ｅc・Ｉ) 

*Ｅcは材料試験結果 
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変形が接合部の荷重－変形特性に影響を及ぼすものと考えられる。したがって，その基本特性を明らかにす

るために各種の支圧実験を行い，支圧強度および支圧応力－めり込み変形特性モデルを導いた3),4)。 

提案するコンクリートの支圧応力(σ)－めり込み変形(δsi)特性モデルを図－１に，同モデルにおける諸

推定式を(１)，(２)，(３)に示す。 

支圧強度：                                           (１) 

0.6×σb b 時剛性： Ｒsi(N/mm3) = 25.3×σc b
0.76        (２) 

剛性低下率：  α = 0.0039×σc b＋0.4236             (３) 

σc b(N/mm
2)：コンクリートの圧縮強度 

Ａc(mm
2)：コンクリートの支承面積，Ａ1(mm

2)：支圧面積 

図－１ 支圧応力(σ)－めり込み変形(δsi)特性モデル 

(2) 圧着コンクリート間の一面せん断応力－ずれ変形特性モデル 

圧着接合部では，既存と新設架構との接合面を伝達するせ

ん断力によってずれ変形が生じるものと考えられる。したが

って，その基本特性を調べるために各種の一面せん断実験を

行い，せん断強度および一面せん断応力－ずれ変形特性モデ

ルを導いた 4)。 

提案する圧着コンクリート間の一面せん断応力比（ここで

はτ/σgをいう。τ：一面せん断応力，σg：圧着応力）－

ずれ変形（δsl）特性モデルを図－２に，実験結果（コンク 

リート強度9～60N/mm2，圧着応力0.1～8.6N/mm2）から得られた諸特性の推定平均値を(４)，(５) に示す。 

2.2 接合部の荷重－変形関係推定方法 

実際の圧着接合部の挙動におけるせん断伝達機構と変形機構とを解明するため，図－３に示すように新

設補強架構をスラブを介して既存建物に圧着接合した，想定実構造物の約 3/1 の縮尺をもつモデル試験体

に関する実験研究を実施し，接合部変形に占める各変形成分に対する考察から，2.1 節に示した基本特性モ

デルを用いた荷重－変形関係推定方法を導いた 2),4)。すなわち，試験体載荷点の水平変形(δH)を図－４に

示すように，４つの変形(δsl，Hδsi，δγ，δM)の累加で構成されると仮定し，算定したδH 値が実験結

果を良好に推定できることを示してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 試験体形状・載荷状況図と測定概要図 

 

 

 

 

 

 

図－４ 各変形の概念図・算定方法 

摩擦係数(μ) = τmax/σg = 0.85    (４) 

 τmax時δsl(mm) = 0.15                (５)

図－２ τ/σg－ずれ変形(δsl)特性モデル
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図－５は，接合部の荷重－変形関係推定方法でのポイントとなる水平荷重(Ｑ)－Hδsiの算定方法概念図

を示すが，その要点は想定めり込み鉛直変位(δV)に対して開き鉛直変位(δV’)を変化させ，圧着接合面に

おける平面保持仮定のもとでＣ＝Ｔの条件を満足する断面力および変形状態を求めることである。 

 

 

 

 

 

 

図－５ Ｑ－Hδsiの算定方法概念図 

３．接合部の荷重－変形関係が新設架構の補強効果に及ぼす影響についての解析的検討 

 建物の地震時水平力に対する設計では，床自体の変形は柱などの水平変位と比較すると非常に小さく，そ

の影響は小さいものとして一般に考慮しない，すなわち剛床仮定が成立するとしている。 

しかし，地震時における架構の挙動概念図を図－６に示すが，実際には既存建物と新設補強架構との接合

部には，前述した図－４の各種変形(δsl，Hδsi，δγ，δM)による接合部変形(δH)が生じると考えられる。

一方，図－７は新設補強架構の荷重(Ｑ)－水平変形(δ)関係の概念図を示したものである。剛床仮定が成立

する場合，ある水平変形(δx)時に補強架構に想定する負担荷重はＱxであるが，接合部変形(δH)を考慮す

るとδxはその分だけ小さくδX’(＝δx－δH)となるので，実際に寄与する荷重はＱxからＱx’に減少する。 

Ｑx’の大きさは，図－６，７の概念図より明らかなように，接合部のせん断力(ＱH)－δH関係，さらには

新設補強架構のＱ－δ関係にも大きく影響を受けるものと推察される。それ故ここでは，２章で述べた圧着

接合部の，基本特性モデルを用いた荷重－変形関係推定方法を用いて解析的検討を行い，各要因が新設架構

の補強効果に及ぼす影響について考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 地震時における架構挙動の概念図             図－７ 新設補強架構のＱ－δ関係概念図 

3.1 検討モデルの各要因と水準 

基本としたモデル接合部は，図－８に示すように，実際の既存学校建物における外側耐震補強でよく見

られる，１スパンが 4.5ｍ(接合面長さＤ：4.5-1.1＝3.4ｍ)，既存架構と新設補強架構との構造芯のずれ

(ｈ)が 1.6ｍ，スラブ厚さ(ｔ)が 300mm，および６本のＰＣ鋼棒(φ32mm)により圧着接合されたものを想定

した。接合部のＱH－δH 関係に及ぼす各要因の影響を詳細に検討した既報 5)の結果によれば，接合部のＱH

－δH 関係はシアスパン比(ｈ/Ｄ)および初期プレストレス力(Ｐ)に影響を受けるが，既存部のコンクリー

ト強度(σＢ)の影響はあまり受けない。したがって本検討では，4.5ｍ１スパンとしてｈ/Ｄの影響を調べる

ために構造芯のずれ(ｈ)を 0.8，1.6，2.4，3.2ｍの４種類とし，ＰＣ鋼棒１本あたりのＰは 200，300，400，

500kN/本の４種類とした。なお，既存部のσＢの影響は小さいので一般的に考えられる最小値の 13.5N/mm２

とし，補強架構のσＢはプレキャストを想定して50N/mm２とした。一方，新設補強架構は，１層で階高が3.6
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ｍ，１スパンの降伏荷重Ｑy が 1500kN で，次の３種類のＱ－δ関係，すなわち架構の降伏時変形角Ｒy (＝

降伏変形δy/3600)が 1/500(δy＝7.2mm，靭性指標Ｆ＝0.80)，1/250(δy＝14.4mm，Ｆ＝1.00)，および

1/150(δy＝24.0mm，Ｆ＝1.27)の３種類を仮定した。なお，検討に際し，ひび割れ荷重(Ｑcr)およびその時

の変形(δcr)は，耐震改修時の設計に一般に適用されている「ＲＣ耐震診断基準」6)で仮定されているよう

に，それぞれ 0.3×Ｑy(＝0.3×1500＝450kN)と 0mm とした。圧着接合における接合面のずれ変形(δsl)は，

図－２に示したようにずれ破壊時で 0.15mm と小さい値を仮定している。一方，「外側耐震改修マニュア

ル」では接着系アンカーの場合に対して，せん断ずれ変形を 2mm 以下に制限するための耐力低減係数(φs)

を考慮することが記載されている。それ故，本研究でもずれ変形量の影響を追加的に調べるために，架構の

Ｑy時にδslが 1mm,2mm,および5mmの場合も検討した。検討モデルの各要因と水準を表－１にまとめて示す。 

 

 

 

 

 

 

図－８ モデル接合部の概要 

3.2 解析結果と考察 

図－９に解析結果の整理方法概要を示す。図中，実

線は仮定する新設補強架構のＱ－δ関係，一点鎖線は

2.2節に示す解析方法により求めた圧着接合部のＱH－

δH関係を示している。接合部のせん断力ＱHは既存建

物から新設架構に移行する荷重で，新設架構の荷重Ｑ

より小さくなる。しかし，移行荷重を厳密に算定する

ことが本研究の目的でなく，要因も増え煩雑になるた

め，ここでは簡単化のためにＱH＝Ｑと仮定した。そ

の仮定より，補強架構の荷重Ｑx’での接合部の影響

を考慮した変形は，接合部のδHと補強架構のδx’と

を累加した値δxとなり，荷重(Ｑ’)－変形(δ)関係

は二点鎖線のように表せる。また，水平変形δx時に

おいて補強架構のＱxと接合部の影響を考慮したＱx’ 

との比が，架構の補強効果を表すものと考え，接合部による強度寄与係数αjj(＝Ｑx’/Ｑx)と定義する。  

(1) 新設架構の補強効果に及ぼす各要因の影響 

図－１０は新設架構のＱ－δ関係における降伏時変形角Ｒyが1/250(δy＝14.4mm,Ｆ＝1.00)で，σＢ＝

13.5N/mm２，Ｐ＝400kN/本の場合を例にとって，新設架構の補強効果に及ぼす構造芯のずれｈの影響を調べ

たものである。図中，実線が補強架構，白抜き記号が接合部，黒塗り記号が接合部を考慮した補強架構を示

している。接合部のＱH－δH関係は，荷重の増大に伴う剛性低下がないｈが小さい0.8ｍの場合から，ｈが

大きくなるに従い顕著な剛性低下が見られる。したがって，接合部を考慮した補強架構のＱ’－δ関係にも

ｈの増大に対し剛性の低下が見られ，その影響度はｈが大きくなるにしたがい増える傾向を示している。 

図－１１は新設架構のＲyが1/250で，ｈ＝1.6ｍ，σＢ＝13.5N/mm２の場合を例にとって，新設架構の補強

効果に及ぼす初期プレストレス力Ｐの影響を調べたものである。接合部のＱH－δH関係はＰが大きくなると

若干の剛性の増加はみられるがｈの場合と比較すると影響は小さい。しかし，接合部のずれ破壊耐力はＰに

依存するため，Ｐが小さい200kN/本の場合，接合部を考慮した補強架構のＱ’－δ関係は，補強架構の降伏
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補強架構のＱ－δ関係

接合部の影響を考慮した
補強架構のＱ’－δ関係 

図－９ 解析結果の整理方法概要 

表－１ 検討モデルの各要因と水準
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スパン数
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１層4.5ｍ１スパン[D=3.4,h=1.6,σB=13.5]
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荷重Ｑy(1500kN)より低い荷重(0.85×200kN/本×6本＝1020kN)でのずれ破壊に対応するものとなる。言い換

えれば，架構の耐力を全て活かすには，ずれ破壊を生じさせないＰを選ぶ必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１０ ｈの影響                            図－１１ Ｐの影響 

図－１２はｈ＝3.2ｍ，σＢ＝13.5N/mm２，Ｐ＝400kN/本の場合を例にとって，補強効果に及ぼす新設架構

のＱ－δ関係における降伏時変形角Ｒyの影響を調べたものである。ｈが3.2ｍの場合は，接合部のＱH－δH

関係には顕著な剛性低下が見られるため，その影響を考慮した荷重Ｑ’はＱに比べ明らかに小さくなってい

る。しかし，その割合は架構のＲyが大きくなるに従い小さくなる傾向が見られる。これは，Ｒyが大きくな

るに従いひび割れ荷重Ｑcr時から降伏荷重Ｑy時までの剛性，すなわち勾配が小さくなるので，同一の接合

部変形による荷重差が小さくなるためだと考えられる。したがって，接合部の影響を小さくするという観点

のみからは，同一のＱyで考える場合，補強架構の降伏時変形角Ｒyを大きくした方がよいと考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 (a)Ｒy＝1/500(Ｆ＝0.80)架構         (b)Ｒy＝1/250(Ｆ＝1.00)架構      (c)Ｒy＝1/150(Ｆ＝1.27)架構 

       図－１２ Ｒyの影響 

(2) 接合部による強度寄与係数(αjj) 

新設補強架構の補強効果をさらに詳細に調べるため，

接合部による強度寄与係数αjj(＝Ｑ’/Ｑ)と水平変

形(δ)の関係に及ぼす，主要因であるＲyとｈの影響

に関する検討結果を図－１３に示す。αjjはいずれの

Ｒyの場合でも，図－９の模式図から分かるように，

ＱとＱ’の差がＱ－δ関係のδｙ(Ｒy)に達するまで

は大きくなるため減少し,到達後は小さくなるので増

加し, Ｒy時に極小値をもつ。また,各Ｒyではｈが大

きくなると接合部変形が大きくなるので，αjjはｈの 

増加に対して減少し,とくに接合部の剛性低下が顕著なｈ/Ｄが0.5を超えるｈ＝2.4，3.2ｍの場合には低下

度が大きい。一方，補強架構のＲyの増加に対しては，前述したように同一の接合部変形による荷重差が小

さくなるため，いずれのｈでもαjjは大きくなる傾向が見られる。同図によれば既報5)で明らかにしたよう

に，ｈ/Ｄが0.5以下で剛性低下が無いｈ＝1.6，0.8ｍの場合は，接合部変形が小さくなり，Ｒyが1/250以上

であればαjjは0.98以上で，接合部の変形の影響は考慮しなくても問題ないものと考えられる。 

図－１３ αjj－δ関係(Ｒy,ｈの影響) 
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(3) 接合面の荷重－ずれ変形関係の影響 

補強架構のＲyが1/250で，ｈ＝1.6ｍ，Ｐ＝400kN/

本の場合において，Ｒy時に接合面のずれ変形δslの

みが1mm，2mmおよび5mmになるように荷重に対して線

形的に変化させたとき，δslの増大がＱ’－δ関係お

よびαjj－δ関係にどのような影響を及ぼすかを調べ

た結果が図－１４(a),(b)である。図から明らかなよ

うに，新設架構の補強効果に接合面のずれ変形が及ぼ

す影響は非常に大きく，ずれ破壊時の変形量が0.15mm

と小さい圧着接合ではαjj＝0.98であるのに対し，ず

れ変形の増大に従い0.94，0.90，0.80と大きく減少す

る。すなわち，補強効果を上げるためには，接合面の

ずれ変形をできる限り小さくすることが重要であり，

ずれ変形が小さいＰＣ圧着接合は接合部の影響を小さ

くし，新設架構の補強効果を大きくするためには非常

に有効な工法であると言える。 

４．まとめ 

接合部の荷重－変形関係が新設架構の補強効果に及ぼす影響について得られた主な結果を以下に示す。 

(1) 新設補強架構に想定する変形での負担荷重は，架構自身の荷重－変形関係において考えている強度寄与

係数αj6)以外に, 接合部の荷重－変形関係の影響による強度寄与係数αjjを考慮する必要性を示した。 

(2) 接合部の強度寄与係数αjj は，接合部の荷重－変形関係の影響だけでなく，新設補強架構の荷重－変

形関係の影響を受け，架構の降伏荷重Ｑｙが同じ場合には，降伏時変形角Ｒy に依存することを示した。 

(3) 新設補強架構の補強効果を上げる，すなわちαjj を大きくするためには，ｈ/Ｄ≦0.5 として接合部の

変形を小さくし，架構のＲy を 1/250(Ｆ＝1.0)以上とすることが有効であり，その時のαjj は 0.98 と

なり接合部の影響はほとんど考える必要がないことを明らかにした。 

(4) 新設補強架構の補強効果に接合面のずれ変形が及ぼす影響は非常に大きく，αjj を大きくするために

は，接合面のずれ破壊を生じさせず，ずれ変形をできる限り小さくすることが重要で，その実現にはず

れ変形が小さいＰＣ圧着接合が有効な工法であることを明らかにした。 
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図－１４ 接合面のずれ変形の影響 
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